
2026年6月17日

（単位：円）

科　　　　　　目　　 金       額 科　　　　　　目　　 金       額

1,827,762,015 2,458,549,524

現 金 及 び 預 金 52,496,806 未 払 金 2,071,563,853

営 業 未 収 入 金 855,893,973 未 払 費 用 89,603,547

短 期 貸 付 金 711,765,601 未 払 法 人 税 等 131,731,300

貯 蔵 品 21,523,549 未 払 消 費 税 等 83,518,900

前 払 費 用 181,284,271 契 約 負 債 42,240,123

そ の 他 の 流 動 資 産 4,797,815 預 り 金 7,024,800

賞 与 引 当 金 32,212,155

そ の 他 の 流 動 負 債 654,846

2,481,933,339 172,471,982

94,632,288 退 職 給 付 引 当 金 55,655,846

建 物 31,264,702 預 り 保 証 金 116,816,136

建 物 附 属 設 備 24,809,825

構 築 物 1,049,902 2,631,021,506

機 械 装 置 1,084,518

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 36,423,341

71,854,915 1,678,673,848

ソ フ ト ウ ェ ア 71,632,903 資 本 金 10,000,000

そ の 他 無 形 資 産 222,012 利 益 剰 余 金 1,668,673,848

2,315,446,136 利 益 準 備 金 2,500,000

差 入 保 証 金 1,940,399,804 繰 越 利 益 剰 余 金 1,666,173,848

繰 延 税 金 資 産 375,046,332 1,678,673,848

4,309,695,354 4,309,695,354

負 債 合 計

　投資その他の資産

　無  形  固  定  資  産 株　主　資　本

（純 資 産 の 部）

固  定  負  債

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

第　40　期　決　算　公　告

名古屋市中村区名駅一丁目２番４号

名 鉄 イ ン 株 式 会 社
代表取締役　二神　一

　有  形  固  定  資  産

　貸　　借　　対　　照　　表　〇

固  定  資  産

流  動  負  債

2026年3月31日　現在

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

流  動  資  産
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個　別　注　記　表

1　　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 定率法を採用しております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物及び、2016年4月1日

以降に取得した建物附属設備、構築物は定額法を採用しております。

(2) 定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に帰属する

部分を計上しております。

(2) 2025年4月1日付で従来の退職一時金制度を、企業型確定拠出年金制度へ改訂いたしまし

た。制度改定に伴い、改定日以前の過去勤務期間に係る退職給付については企業型確定

拠出年金制度への移行を基本としつつ、従業員が希望する場合は従来の制度に基づき退

職一時金として打切り支給する選択枠を設けました。

なお、期末日現在における退職給付引当金残高は、打切り支給を選択した従業員に対して

制度改定時点の自己都合要支給額に基づき計上しております。

4. 収益および費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年3月31日。以下「収益認識会計

基準」という。)等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。

2　　当期純損益金額

当 期 純 利 益 1,431,428,350円

無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

有 形 固 定 資 産


